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研究要旨 

 2013年4月にB町高齢者コホート調査を立ち上げ、介護認定を受けている者および入院や施設

入所している者を除外した5,417名を対象に悉皆調査を実施した（応諾率94%）。ベースライン

データに加えて、その後1年間の追跡データを突合してデータベースを構築し、本報告では健康

診査および基本チェックリスト把握状況が要介護認定および医療費に及ぼす影響を検討した。

健康診査および基本チェックリスト把握状況は、受診・回収群、受診・未回収群、未受診・回

収群、未受診・未回収群の4群に分類し、ベースライン1年後の新規要介護認定者の発生割合お

よび1年間の推定医療費の関連を検討した。分析の結果、健康診査かつ基本チェックリストのい

ずれのスクリーニング機会にも未把握となる未受診・未回収群は、全体の約2割を占め、そのう

ちの1割は二次予防事業対象該当者であった。特に後期高齢者においては、未受診・回収群およ

び未受診・未回収群は受診・回収群に比べて1年後新規要介護認定者になる割合が2～4倍高く、

医療費においても高額医療となる傾向を認めた。 

 
 
A. 目的  

 特定健康診査における未受診者は 58.7％

(平成 24 年度全国平均)、後期高齢者健康診

査では 74％(平成 19 年度全国平均)を占め、

過半数を超えている 1，2)。そして、健康診

査受診者のうちの二次予防事業対象者に該

当するものは 26.3％であるのに対し、未受

診者では 30.4％と高いことが報告されてい

る 3)。さらに、健康診査に参加しない集団

の方が参加する集団よりも高血圧などの疾

病の保有、認知機能低下、うつ傾向などの

健康問題を多く抱えていることが明らかと

なっており 4-6)、高齢の未受診者はフレイル

となるハイリスク集団と言える。  

 また、高齢者に対しては平成 18 年度より

介護予防事業が開始され、基本チェックリ

ストを用いた二次予防事業対象者の選定が

行われている。しかしながら、平成 24 年度

に我々が行った全国自冶体を対象とした介

護予防に関する調査において、基本チェッ

クリスト未回収率は 30.1％（平成 23 年度

全国平均）と必ずしも低くはなく、未回収

者の対応として「何もしていない」との回

答は 8 割を超えていた。但し、この調査の

回収率は 47.0％であり、介護予防事業に関

心が高く、事業実施実績がある自治体が回

収された選択バイアスの可能性がある（未

発表）。  

これらのことより、高齢者における健康

診査の未受診者および基本チェックリスト



未回収者は、受診者や回収者と同数あるい

はそれ以上の二次予防事業対象高齢者が存

在すると想定されるにもかかわらず、健

康・生活実態が十分に把握されていない点

が喫急の課題であると考えられた。さらに、

健康・生活実態が、医療費および介護給付

費に対してどのような影響を及ぼしている

のか費用対効果の観点から検討することは、

介護予防活動の評価として重要な側面であ

る。  

 そこで本研究では、健康診査および基本

チェックリスト把握状況がその後の医療・

介護に及ぼす影響を検討した。本報告では

B 町おける 1 年間の高齢者コホート研究デ

ータより以下 2 点について検討する。  

1. B 町高齢者において、健康診査受診の

有無および基本チェックリスト回収の

有無が 1 年後の新規要介護認定に及ぼ

す影響について検討する。  

2. B 町後期高齢者において、健康診査受

診の有無および基本チェックリスト回

収の有無が 1 年間の医療費に及ぼす影

響について検討する。  

 

B. 方法  

1. B 町の概況  

 B 町は西日本の中央に位置し、日本海側

に面した海と山と川といった多くの自然環

境を有しており、面積は約 350km2 である。

松葉ガニやイカなどの海産物、但馬牛など

の特産物、水産加工業などの地場産業があ

る。2013 年 3 月 31 日現在の住民基本台帳

による人口は 20,112 名、世帯数は 6,827 世

帯、高齢者人口は 6,684 名(高齢化率 33.2％)

である。  

 

2. B 町高齢者コホート研究の概要  

 B 町高齢者コホート研究は、2013 年 3 月

31 日時点で介護認定を受けている 1199 名

および入院や施設入所している 68 名を除

外した 5,417 名を対象に悉皆調査が実施さ

れた。調査は 2013 年 5 月に郵送法により

行われ、郵送回収者数は 3,952 名 (回収率

73.0％)であった。次に 2013 年 7 月より郵

送調査の未回収者 1,449 名を対象に看護職

者による訪問聞き取り調査を行った。結果、

訪問調査協力者は 1,142 名(回収率 78.8％)

であった。郵送回収と訪問協力を合わせ、

B 町高齢者コホート研究参加者は 5,094 名

(応諾率 94.1％)となった。  

ベースライン調査項目には、ⓐ基本チェ

ックリスト 25 項目、ⓑ生活実態(住居構造、

家族構成、交通の利便性や医療圏・生活圏

など)、ⓒ主観的な健康観や健康に対する受

け止め方、ⓓ未受診の理由や健診に対する

考え方等の調査が含まれる。また、健康診

査受診の有無および受診者の健康診査デー

タは 2012 年度データが突合されている。  

 

3. データ収集方法  

本研究では B 町高齢者コホート研究のベ

ースラインデータのうち、基本属性・基本

チェックリスト 25 項目・健康診査データを

用いた。さらに、ベースライン調査後～

2014 年 3 月までの 1 年間の新規介護認定状

況および医療費データを収集し、ベースラ

インデータに突合した。但し、本解析で取

り扱う医療費データは後期高齢者医療保険

データに限る。  

 

4. 要因の評価  

健康診査は受診と未受診に区分し、基本チ

ェックリスト把握状況については郵送法で

返却のあったものを回収、訪問聞き取り調査

を行ったものを未回収と定義した。そして、

それらを掛け合わせて「受診・回収群」「受

診・未回収群」「未受診・回収群」「未受診・

未回収群」の 4 群に分類した。  

 



5. 結果の評価  

 新規要介護認定については、2013 年度に

新規に介護認定を受けたものとした。医療費

については、2013 年度の後期高齢者医療保

険データより、1 年間の推定総医療費（1 年

間の総医療費÷年間加入月×12 ヶ月）を算

定した。なお、医療費が 0 円であったもの

もすべて分析に含めた。  

 

6. データ分析方法  

まず受診・回収状況を記述し、それら 4

群別に背景因子を記述した。次に 4 群別に

新規要介護認定者の割合を記述し、その後ロ

ジスティック回帰分析を用いて、受診・回収

群を参照水準とした各群の新規要介護認定

者オッズ比を年齢、性別の交絡因子を調整し

て算出した。さらに、推定総医療費について

は、4 群別に分布を記述し、Kruskal-Wallis

検定を用いて 4 群比較を行った。有意差が

認められた場合は、Bonferroni 補正を行っ

た。  

な お 、 解 析 は IBM SPSS22.0J for 

Windows を用いた。  

 

7. 倫理的配慮  

本研究は、京都大学大学院医学研究科・医

学部および医学部附属病院医の倫理委員会

の 承 認 の も と に 実 施 さ れ た （ 承 認 番 号

E-1457）。調査結果は住所･氏名等個人が容

易に特定されるデータを除いた匿名化デー

タとして調査協力自治体よりデータ分析担

当者に送付された。また、個人情報を含むデ

ータおよび対応表は、調査協力自治体で保管

された。  

 

C. 結果  

1. 健康診査および基本チェックリスト把

握状況  

 ベースライン調査対象者 5094 名のうち、

健康診査および基本チェックリスト把握状

況別保有割合は、受診・回収群 1384 名

（27.2%）、受診・未回収群 259 名（5.1%）、

未受診・回収群 2568 名（50.4%）、未受診・

未回収群 883 名（17.3%）であった。4 群別

の基本属性を表 1 に示す。年齢階級別では

受診・未回収群で 65-74 歳の者が占める割

合が高く、未受診・回収群および未受診・未

回収群で 75 歳以上の占める割合が高かった。

調査回答者が本人である割合は受診・回収群

で 92.3%と最も高く、受診・未回収群、未受

診・回収群、未受診・未回収群の順に減少し

た。独居者の割合は、未受診・回収群で 13.2%

と最も高く、未受診・未回収群、受診・回収

群、受診・未回収群の順に続いた。さらに、

現在治療中の病気がある者は未受診・未回収

群で 76.8%と最も高く、未受診・回収群で

51.8%と最も低かった。二次予防事業対象者

は未受診・未回収群で 11.3%、未受診・回収

群で 10.8%を占め、一方、受診群での二次予

防事業対象者の割合は未受診群の 1/5 程度

であった。  

 

2. 健康診査および基本チェックリスト把

握状況が 1 年後の新規要介護認定に及

ぼす影響  

 1 年後の新規要介護認定者は 138 名（2.7%）

で、その内訳は要支援 1、52 名（1.0%）、要

支援 2、15 名（0.3%）、要介護 1、31 名（0.6%）、

要介護 2、17 名（0.4%）、要介護 3、12 名

（0.2%）、要介護 4、7 名（0.1%）、要介護 5、

4 名（0.1%）であった。年齢階級別では、

65-74 歳で 15 名（0.7%）、75-84 歳で 63 名

（2.9%）、85 歳以上で 60 名（10.9%）を占

め、年齢階級が上がるごとに増加した。  

 健康診査および基本チェックリスト把握

状況 4 群と 1 年後の新規介護認定者との関

連について前期および後期高齢者で層化し

て検討した結果を図 1 に示す。前期高齢者



においては、新規要介護認定者の発生割合が

4 群ともに低く、4 群間に有意差を認めなか

った（p=0.102）。一方、後期高齢者では、

受診・回収群で低く、受診・未回収群、未受

診・回収群、未受診・未回収群の順で発生割

合が高かった（p<0.001）。そして、健康診

査および基本チェックリスト把握状況 4 群

が 1 年後の新規介護認定者に及ぼす影響を

検討した（図 2、3）。後期高齢者で、受診・

回収群を参照水準とした新規要介護認定者

のオッズ比（95%信頼区間）は未受診・回収

群 2.3（ 1.1-5.1）、未受診・未回収群 4.0

（1.7-9.1）であった。  

 

3. 健康診査および基本チェックリスト把

握状況が 1 年間の医療費に及ぼす影響  

後期高齢者の 1 年間の推定医療費の分布

および把握状況別の推定医療費との関連を

表 2 に示した。後期高齢者における 1 年間

の推定医療費の中央値（四分位範囲）は

32,484（17,682-57,411）円で、1 年間に 1

円も使用しなかったものは 93 名（3.3%）で

あった。把握状況別では、4 群間で推定医療

費に有意差を認め（Kruskal-Wallis 検定；

p=0.03）、受診・回収群に比べて未受診・回

収群および未受診・未回収群は有意に推定医

療費が高かった。また、その関連は、現在治

療中の病気の有無を調整しても同様の傾向

を示した。  

 

D. 考察  

B 町高齢者の健康診査および基本チェッ

クリストの未把握状況は、健康診査未受診者

が約 7 割、基本チェックリスト未回収者が

約 3 割であった。本結果を全国平均と比べ

ると未受診者は同程度で、未回収者について

はやや低い結果であった 1,2)。本研究対象者

では未受診者と未回収者の割合は大きく異

なり、該当者の特性も異なっていることが予

測された。未受診者は後期高齢者で多く、二

次予防対象者の割合が高かった。先行研究に

おいても、健康診査未受診者は身体機能や認

知機能が低下していることが報告されてお

り 4-6)、本研究においても虚弱で外出をしに

くいために健診を受けいけていない可能性

が考えられた。  

自治体の保健師等がハイリスク集団を把

握できる機会が乏しい未受診・未回収群は約

2 割存在し、それらのうちの約 1 割が二次予

防事業対象者であることが明らかとなった。

先行研究では未受診者のうちの二次予防事

業対象者の割合は約 3 割程度であることが

報告されている点からは 3)、本調査結果は低

い結果であった。しかしながら、ハイリスク

集団であるにもかかわらず把握が難しい集

団に対するアプローチは喫緊の課題と考え

られ、未受診者の背景に注意を払った対策が

求められる。  

後期高齢者では、未受診群者は 1 年後新

規要介護認定者の割合が高くなることが明

らかとなり、さらに未回収である要因が追加

されることでその影響は大きくなることが

明らかとなった。未受診・回収群および未受

診・未回収群のベースライン時における二次

予防事業対象者の割合は他群と比べ約 3 倍

高く、もともと要介護になりやすい予備群が

含まれていた可能性は否定できない。今後、

追跡期間を長くした中でのベースライン時

のフレイル状況別の検討が求められる。  

また、1 年間の医療費への影響についても

未受診・回収群および未受診・未回収群で受

診・回収群より高額となることを示し、新規

要介護認定と同様の傾向を認めた。未受診者

はすでに治療中の病気があり、定期的に外来

通院しているため受診しないケースは少な

い。しかしながら、現在治療中の病気がある

か否かを補正後も同様の傾向を示した点よ

り、医療費抑制対策の面からも未受診者への



対策も必要とされていることが考えられた。 

本研究には 4 つの限界がある。第一に、

追跡期間が 1 年であり、特に前期高齢者に

おいては、新規要介護認定者の発生割合が極

端に少ないことで十分な検討が行えなかっ

た。したがって、今後はさらに追跡した結果

を検討していく必要がある。第二に、先行研

究によると 65 歳以上の高齢者の医療費の中

で最も多いのは高血圧や脳血管疾患などの

循環器系の疾患であり、医療費の 30%を占

めている 7)。本解析では現病歴を詳しく調査

していないため、疾患情報を含めた検討はで

きていない。しかしながら、少なくとも現在

治療中の病気があるか否かにかかわらず、未

受診者は高額医療になることが説明できる

と考える。第三に、死亡前は治療や入院が集

中し高額医療になるため、死亡が医療費に大

きく影響することが予測される。本研究では、

治療中の病気があるか否かで補正はしたも

のの、死亡直前の医療費については十分な考

慮はできていない。第四に、本報告では後期

高齢者に限られたデータのため、高齢者の特

性を十分に説明はできていない。前期高齢者

と後期高齢者では二次予防事業対象者の割

合や新規要介護認定者の割合が異なる点か

らも、医療費に及ぼす傾向は異なることが予

測される。今後は高齢者の中でも年齢階級別

に層別化した検討が必要である。しかしなが

ら、少なくとも後期高齢者においては、効果

的な介護予防や医療費抑制対策を立てる上

で、有用な基礎資料となると考える。  

 

E. 結語  

B 町の高齢者を対象にした 1 年間のコホ

ート調査の結果、以下 3 点のことが明らか

となった。  

1. 健康診査および基本チェックリストの

いずれのスクリーニング機会にも未把

握となる者は約 2 割を占め、そのうちの

1 割は二次予防事業対象該当者であった。 

2. 後期高齢者の未受診・回収群および未受

診・未回収群は受診・回収群に比べて 1

年後新規要介護認定者になる割合が 2～

4 倍高かった。  

3. 後期高齢者の医療費は受診・回収群に比

して未受診・回収群および未受診・未回

収群で高額医療となる傾向を認めた。  
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図1．健康診査および基本チェックリスト把握状況別新規要介護認定者の割合



 

 

図2.【前期高齢者】の健康診査および基本チェックリスト把握状況が1年後の
新規要介護認定に及ぼす影響

図3．【後期高齢者】の健康診査および基本チェックリスト把握状況が1年後の
新規要介護認定に及ぼす影響
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